
－ 113 －

第６章　都市環境改善に関して期待される今後の JICA の取り組み

　都市環境現況の課題、法制度の課題及び各組織の取り組みの課題を分析し、今後、取り組みが

必要と考えられる分野を整理した結果は以下のとおりである。

６－１　基礎戦略（方向性）

　都市環境現況、法制度、各組織の取り組みを分析し抽出した分野は以下のとおり。

（1）データベースの整備（各セクターにおいて共通してあげられている課題である）

1） 大気発生源データのデータベース化及び情報処理スキルの向上

環境大気データのデータ整備

大気汚染モデルの構築

公表システム整備

2） 水質汚濁発生源データ、水質モニタリングデータのデータベース整備

データベースの運用（水質汚濁負荷モデルの運用）-目標水質達成のための負荷量削減

GPS と GIS は流域の現場と収集したデータを地図上及び計算モデルをつなぐツール

3） 国内の B3 廃棄物の分布と管理状態についてのデータベース整備

化学物質管理（環境中の化学物質の状態についてのデータ収集）

（2）大気汚染

1） 大都市の自動車の排気ガス対策

BAPPENAS は高率の基準不適合の原因改善策

①三元触媒法の導入、②実効的な車検システム整備、③ 法執行の一環としての抜き取

り検査システムの整備

2） モニタリング必須の測定項目の欠落是正（モニタリング体制整備）　

3） 都市大気汚染源とその規制

燃料の低品質、不適切な都市交通システムの是正と交通管理、工場排出ガスの対策

（3）水質汚濁

1） 基本的なインフラ整備（下水道整備、生活排水策、地下水の糞便性大腸菌汚染対策）

下水道整備は段階的整備法、小規模な個別処理区を少しずつ整備し、さらに管渠の整備

を行いながら集合処理区に取り組んでいく方法が現実的

（4）廃棄物

1） 一般廃棄物処理の国家マスタープラン作成（野積み方式全廃の方向へ）

2） B3 廃棄物管理・処理施設の数と能力強化（B3 廃棄物の汚染対策専門家育成）

3） ダイオキシン類を分析できるラボ整備

（5）法体系の強化

1） 環境大気管理の基本方針、基準、規則の整備（地方大気環境管理システムの強化）

大気汚染の防止に関する政令No.41/1999 で策定規定の技術的ガイドライン 16 種類

同環境基準の設定後 5年ごとの見直し（現在まで見直しは行われていない）
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2） 汚濁発生源インベントリー整備に係る施行細則とガイドライン等

水質汚濁負荷モデル（付随する技術的ガイドラインが必要）

3） 一般廃棄物についての法律が議会で審議中（2007 年 3 月現在）

新施行細則、技術的ガイドライン整備、B3廃棄物管理に関する技術的ガイダンス整備

（6）環境啓発

1） 自動車排出ガス対策

　　定期的な検査（の便益）をドライバーに理解させる、適切なエンジン利用法（運転法）の

啓発、自動車を大気汚染要因と認識し、自動車の使用を抑制する意識の浸透

2） 水　質

　　生活排水対策、メディアを活用した大体的な環境キャンペーン

3） 廃棄物

　　B3廃棄物関係法令の周知徹底、遵法精神強化、官民の廃棄物問題に対しての責任感（参加

意識）強化、B3廃棄物の危険性について及び法令についての啓発・周知、3Rの社会への浸

透

６－２　案件形成に際しての留意点

　案件形成に際しての留意点として、地方分権と環境管理行政の関係整理、他ドナーとの連携

重視、及び環境管理のIT化を支える情報処理環境の改善を重視する。また次の事項が配慮され

ることが望ましい。

1） 地域の主体的な活動をめざす支援

2） 地域・セクター・ドナーが情報を共有・連携し、効率的に推進する

3） 2006 年発表のWASABI（５－７参照）で重要視された、次の 3 点に集約される包括的取り

組み

①　自然界での水循環における水のあらゆる形態・段階（水資源と土地資源、水量と水質、表

流水と地下水など）を統合的に考慮すること

②　従来別々に管理されていた水に関連する様々な部門（河川・治水、上下水道、農業用水、

工業用水、生態系維持のための水など）を考慮すること

③　中央政府、地方政府、民間セクター、NGO、住民などあらゆるレベルの利害関係者を含

む参加型アプローチをめざす。そして、このような方法で水を計画的に管理することに

よって、生態系の持続可能性を損なうことなく、水の便益を衡平な方法で最大化すること

を目的とする。

６－３　 総合的な取り組み

　以上を整理すると、インドネシアの都市環境改善のために期待される今後の取り組み分野は次

のとおりである。

（1）環境情報データベース整備

　　広い国土ではあるが、地方分権化の旗印の下で、いわゆる行政分割が進み、一方におい

て、行政の細分割は多くの非効率を生んでいる。そうしたハンディを克服するインフラの

ひとつが情報処理システム技術であり、データベース技術とリンクした GIS である。
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　　環境破壊発生の可能性がある地域等を回避した「環境に配慮した流域管理計画」が求められ

ている。そのためには、対象地域を様々な視点から予測、分析し、環境資源の破壊を最小限

に抑える施策が必要である。しかし途上国では、現実には計画技術や人的資源に乏しい現状

にあるが、そうした様々な壁を打ち破るツールのひとつが情報処理システムである。

　　図６－１に環境情報システムデータベースのイメージ図を示した。図のようなデータベー

スを構築する際は、当初の 1 年間は現状分析と全体基本設計を行い、次にシステムの拡張

性、連携性（ネットワーク化）などに留意しながら、水、大気、廃棄物等の各セクターごと

に 1 年から 2 年間を要しながら、サブデータベースを完成させる。例えば水データベース

は、いくつかのサブデータベース、例えば湖沼、河川、地下水、海域などの水質モニタリン

グデータベース、①水質汚濁負荷発生源系データベース、②気象・河川流量系データベース

及び③流域情報（地形、水利、社会・経済情報、土地利用等）系データベース等から構成さ

れる。予算が確保できる場合は複数のセクターのデータベースを平行して構築するが、全体

としては数年をかけて整備を行う。最初は簡単なものから、順次計画的段階的にデータベー

ス構築と運用を進める。

（2）下水道の整備を含む総合的な流域管理計画の策定及び計画実行

　　下水道整備のうち処理区域の水質汚濁負荷解析や汚濁負荷シュミレーションで用いられる水

質汚濁流出モデルの内容は、通常の河川の汚濁削減計画策定における作業内容と重なる部分

が多い。このため、総合的な流域水質管理計画は下水道のマスタープラン策定や下水道整備

を含むものとなる。

（3）自動車排出ガス対策

　　総合化の視点では環境意識の高揚、地方への人口分散政策の強化と地方における雇用機会な

ど、都市への人口集中を減ずる施策もバックグラウンド整備として重要と考えられる。
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付　属　資　料

１．インドネシアの国立公園位置図

２．インドネシア国家中期開発計画2004～ 2009の森林・自然環境分野の方針

３．林業省の５か年計画の方針と活動内容

４．地方分権

５．調査日程

６．インドネシア環境省組織図

７．北スマトラ州環境局組織図
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